
飼料用米の生産拡大にむけて

～米に関するＪＡグループの取り組み～

平成２８年３月１１日

ＪＡ全農



Ⅰ 米の情勢

○民間在庫が増加すると価格が下落、減少すると価格が上昇

○６月末在庫が過去の平均水準程度まで圧縮されることが見通せる
ことが重要

１．主食用米の需給状況

○６月末民間在庫量の推移
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２．飼料用米の使用量について

農林水産省「米をめぐる情勢」（平成27年11月）

○平成２６年度に飼料向けに供給された米の量は１０３万㌧

○利用可能量は４５０万㌧（農林水産省の試算）



Ⅱ 平成２７年産飼料用米生産６０万㌧の取組み

１．飼料用米拡大の取組み
（１）考え方

（３）使用可能量

（２）県別生産ガイドラインの設定

○飼料用米６０万㌧の生産に向け、ＪＡグループとして飼料用米の県別生産

ガイドラインを策定して推進

○ ２７年産飼料用米の生産振興目標数量は６０万㌧

○ コンタミ防止や機動的対応から主食用品種による一括管理方式での

取組みを推進

○ 担い手・大規模経営体を中心に推進

○ 生産性向上の観点から多収穫の実現に向けて取組む

○平成２６年１２月時点の飼料工場設備における使用可能量は約１００万㌧
（系統配合飼料工場で約６０万㌧、商系で約４０万㌧）



２．全農による生産者買取スキームの構築

○これまでの販売方式

・四半期ごとに価格が変動

（海外穀物原料と同様）

・販売終了時に代金が確定

○全農による生産者買取スキーム

・全農が出来秋に生産者から直接

買取り

・その時点で代金確定・精算

○シカゴのトウモロコシ相場

Ｊ Ａ
大
手
配
合
飼
料
工
場

全農自身が広域的な販売
先を確保し、保管、流通も
対応

買取
販売

地
元
畜
産
農
家

遠隔地の配合飼料工場

全 農

業務委託

全
農
が
全
国
ベ
ー
ス
で
一
元
的
に
流
通
を
行
う
こ
と
で

流
通
の
円
滑
化
、
経
費
の
合
理
化
を
図
る

生産者

生産者対応

（単位：セント／ブッシェル）

農林水産省「飼料をめぐる情勢」（平成２８年１月)

○全農による生産者買取スキームのイメージ図



３．系統配合飼料工場の飼料用米使用量拡大の取組み

東北・関東エリアは配合飼料供給体制整備促進事業（平成２６年

度補正予算)を利用して、飼料用米関連施設を整備・増強

会社名 工場名 投資内容

ＪＡ全農北日本
くみあい飼料㈱

八戸 原料受入ラインの増設

八戸 飼料用米保管倉庫増設

石巻 飼料用米受入タンク増設

石巻 飼料用米粉砕ライン増設

ＪＡ全農東日本
くみあい飼料㈱

鹿島 飼料用米粉砕ライン増設

全農サイロ㈱
新潟 搬入コンベア・荷卸小屋の増設

鹿島 荷捌き上屋の整備

石巻埠頭サイロ㈱ 切込口下屋・搬送機増設



○平成２７年１２月現在の使用可能量は約１４０万㌧と
なり、昨年同期から４０万㌧増加
（系統６０万㌧⇒８０万㌧、商系：４０万㌧⇒６０万㌧）

４．飼料用米使用可能量の増加

系統配合飼料工場配置図

地区
年間使用
可能数量
（千㌧）

北海道 ８８

東北 217

関東 146

北陸 30

東海 46

近畿・中国 ４６

四国 ３２

北九州 ４９

南九州 162

合計 817



５．産地への推進

○ＪＡと連携し、担い手や生産者
の集会等へ参加し直接推進

○国・県行政とも連携して推進

○ＪＡ担い手担当者向けの全国
情報誌等での情報提供

○地方紙等へ広告・記事を掲載

○生産者の出来秋での資金需要
に対応するため「つなぎ資金対
策」を実施

○掲載広告の例



６．平成２７年産飼料用米の取組み結果

飼料用米４２万㌧＋麦大豆等９万㌧相当＝５１万㌧相当

農林水産省「米をめぐる情勢」（平成27年11月）



Ⅲ 平成２８年産飼料用米の取組み

○ ２８年産で計画生産が継続できなければ、需給が逆戻りする恐れ

○６月末民間在庫量の推移

○ 目標数量：４２万トン＋９万トン＋２．５万トン＝５３．５万トン

・42万トン：27年産取組計画数量

・ 9万トン：27年産生産量744万㌧－28年産自主的取組参考値735万㌧

・2.5万トン：27年産備蓄米 25万㌧－28年産備蓄米 22.5万㌧

○飼料用米を継続的に取組み、その結果として価格動向が不安定な主

食用米の需給を改善することが重要



Ⅳ 飼料用米の今後の課題と生産拡大に向けた取組み

１．生産費のコスト削減

２．流通費のコスト削減

３．自給飼料としての米の利用

４．新たな多収穫品種の開発

５．飼料用米を利用した畜産物の消費拡大

６．飼料用米の安定生産継続に向けた制度の法制化



年産 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年

生産費 92,062 96,100 79,396 73,533 72,969 71,206 77,810

○生産費調査結果(全農独自調査) 単位：円/10a

品種名 産地 年産 籾米水分

むつほまれ 青森 20年 16.8％
夢あおば 宮城 20年 14.5％
モミロマン 千葉 20年 17.0％

宮崎 20年 19.5％
ホシアオバ 鳥取 21年 16.2％
平均 16.8％

〇フレコン乾燥機

(注)収穫適期約1か月後の籾米水分

○立枯れ乾燥後の籾米水分

１．生産費のコスト削減

(注)生産費は借地料、乾燥調製経費含む

○生産費(借地料、乾燥調製経費含む)

圃場集約、直播、疎植、肥料や農薬

の低コスト化、乾燥方法の工夫などで

コストを削減。

○乾燥・調製

ア．立枯れ乾燥で籾水分を低下

イ．フレコン乾燥は分別管理に有効

ウ．循環型乾燥機で高温乾燥



（１）バラ流通によるコスト削減

２．流通費のコスト削減

（２）船舶輸送による広域流通のコスト削減(中長期課題)
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○ 飼料工場へのバラ直送によるコスト削減(全農試験結果から)

バラ出荷

バラ車で配送

○ＪＡのカントリーエレベータから飼料

工場へ純バラで輸送

○米の主産地である東北・関東で飼料

用米生産が拡大した場合、飼料の需

要が多い北海道・九州まで、船舶でバ

ラ輸送してコスト削減することを検討

解袋作業の省略



○ 飼料用米添加機のイメージ

〇米添加機を給餌ラインにつないでコメを混合
〇豚用の挽割機能が付いた添加機も開発

３．自給飼料としての米の利用

○飼料用米添加機

給餌ラインに自動で飼料用米を添加する
装置。籾、玄米、粉砕物に対応。

（２）ＷＣＳ、ＳＧＳの生産

○地域内で加工・流通することで、乾燥調製
経費・運賃を削減
・ＷＣＳ（ホールクロップサイレージ）

稲を丸ごと収穫・梱包し、発酵させた粗飼料。牛に給与。

・ＳＧＳ（ソフトグレインサイレージ）

収穫後の籾を粉砕し、水、乳酸菌を加えて発酵。

濃厚飼料として牛、豚に給与。

ＷＣＳ

（１）畜産農場で飼料用米を直接利用

○バルク車へ飼料用米を添加

・簡易な添加方法

・畜産農家が農場内で実施すること

ＳＧＳ



４．新たな多収品種の開発

○さらなる多収を目指して農研機構
と連携して新品種を開発中

○専用品種「オオナリ」が出願登録

○これまでに開発された多収品種

○多収品種普及のための課題

・種子の供給体制の確立

・多収栽培方法の確立

・主食用米へのコンタミ防止

農林水産省「飼料用米生産コスト低減マニュアル」（平成27年12月)



米産地

畜産農場

飼料工場

米

消費者へ

飼
料

畜産物

○取組みの概要

○飼料用米生産
稲作農家

○集荷・保管・流通
ＪＡ、全農

○配合飼料製造
系統配合飼料工場

○畜産物生産
畜産農場

○畜産物加工
加工業者

○消費者
生協、量販店等

産地交流

○米、配合飼料、畜産物の流れ

５．飼料用米を利用した畜産物の消費拡大
～ 消費者、畜産農家、耕種農家が連携した取組み ～



６．飼料用米の安定生産継続に向けた制度の法制化

全農 ホームページより

○制度の法制化により、安心して

飼料用米を生産できる環境へ

○飼料用米の安定生産で、飼料自

給率の向上、水田の保全が可能



Ⅴ 飼料用米の本作化に向けた取り組み

昭和45年～平成29年：米の生産調整 平成30年～：生産調整の大幅な見直し

コメの消費減少に伴う主食用米の需給緩和、ＴＰＰによる国際競争の激化予想、離農・担い手の高齢化、米価の下落環境の変化

主食用米中心の移植栽培

調整作物としての麦・大豆等

食味重視、単品種、低収
量、高コスト

低収量、不安定、高コスト

食用米・業務用米・飼料用等の移植＆直播栽培

地域に合った収益作物（麦・大豆・野菜）の栽培
転作

高品質、多品種、高収量、省力・低コスト

高品質、高収量、省力・低コスト

土地生産性の向上
労働生産性の向上
生 産 コ ス ト の 低 減

高生産性水田輪作農業水稲中心の水田農業

農政の大転換

輪作 輪作

高生産性水田輪作の導入小規模農家中心 集落営農・大規模法人

２年３作、
４年６作等

１年１作、
２年３作

○考え方

・平成３０年から米政策の見直しが予定されており、水田農業の改革
が必要

・水稲を本作とした転作（畑作物導入）から、水稲・畑作物を全て本作
化した高生産性輪作体系への転換

・地域に適した作物、品種、基盤整備、栽培技術を導入し、低コストに
よる安定生産、収益向上を実現



Ⅵ お米の消費拡大に向けて（商品開発の事例）



ご清聴ありがとうございました。


